
議　　事

・ 嶺北北部都市計画区域マスタープラン

の変更について



変更理由書 

 福井県では、平成 16年に、都市計画法の改正により都市計画区域単位での策
定が義務付けられた「都市計画区域マスタープラン」を策定しました。 
 「都市計画区域マスタープラン」は、県内各都市の趨勢や今後の人口・産業

の見通しなどを踏まえて、おおむね 20年後の都市の将来像を描き、その実現に
向けた都市計画の方向性を明らかにするものです。 
 現行計画の基準年からおおむね 10年を経過し、都市計画に関する新たな法制
度の整備・改正等が行われたほか、県内でも市町村合併の進展や高速交通ネッ

トワークの整備進捗などの新たな状況の変化もみられることから、これらの新

たな視点を踏まえた計画となるように現行計画を基本に、適宜項目の追加・修

正を行います。 
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■新旧対照表（嶺北北部都市計画区域の整備、開発および保全の方針） 

※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

１ 都市づくりの基本理念 

（１）豊かな田園と調和した歴史や文化を結び育む都市づくり 

少子高齢化が進行し（平成 42 年には３人に１人が高齢者）人口が平成

12 年をピークに減少に転じており、また、都市全体で財政は硬直化する

傾向にある。これらのことに加え、全国的にインフラの整備が進み居住

地の選択の幅が広がってきており、また、余暇生活や心の豊かさを大切

にする人が増加する等価値観が多様化している中、都市間の競争が激化

していくと予測できる。 

また、本都市計画区域は、市街地が分散して形成されているが、三国

駅、あわら湯のまち駅、芦原温泉駅、丸岡駅および春江駅の周辺や丸岡

城西側に形成されている地域の拠点では、人口の減少や低未利用地の増

加等の空洞化が進んでいる。 

これらに対応していくためには、都市の住民が地域への誇りや愛着を

深め安心して住み続けていきたくなるように、また、他の都市の人が訪

れ住みたくなるように、それぞれの地域が魅力を高めるとともに、分散

する市街地が必要な都市機能を相互に連携・補完しあい、相乗効果を発

揮して地域全体の力を高めていかなければならない。 

そこで、本都市計画区域では、「平野部、北部丘陵地域および三里浜砂

丘地域等で盛んな農業、テクノポート福井等で集積した工業および温泉

や自然的または歴史的な遺産を活用した観光産業等の産業」、「雄島海岸、

北潟湖および九頭竜川等の優れた自然環境」および「三国湊の歴史的街

並みや丸岡城等の歴史的・文化的な遺産」等の魅力的な都市の個性を守

１ 都市づくりの基本理念 

（１）豊かな田園と調和し歴史や文化が息づく都市づくり 

都市南部では人口が増加しているものの、都市北部では少子高齢化が

進行し人口が減少すると推測され、また、都市全体で財政は硬直化する

傾向にある。これらのことに加え、全国的に情報インフラの整備が進み

居住地の選択の幅が広がってきており、また、余暇生活や心の豊かさを

大切にする人が増加する等価値観が多様化している中、都市間の競争が

激化していくと予測できる。 

また、三国駅、あわらゆまち駅、芦原温泉駅、丸岡駅および春江駅の

周辺や丸岡城西側に形成されている地域の拠点では、人口の減少や低未

利用地の増加等の空洞化が進んでいる。 

 

 

これらに対応していくためには、都市の住民が地域への誇りや愛着を

深め安心して住み続けていきたくなるように、また、他の都市の人が訪

れ住みたくなるように、魅力あふれる都市を創造していかなければなら

ない。 

 

 

そこで、本都市計画区域では、「平野部、北部丘陵地域および三里浜

砂丘地域等で盛んな農業、テクノポート福井等で集積した工業および温

泉や自然的または歴史的な遺産を活用した観光産業等の産業」、「雄島

海岸、北潟湖および九頭竜川等の優れた自然環境」および「三国湊の歴

史的街並みや丸岡城等の歴史的・文化的な遺産」等の魅力的な都市の個

性を守り・活かしながら、都市機能が向上していくように適切な土地利
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り・育てながら、適切な土地利用や市街地の整備、およびそれぞれの地

域を結ぶ交通網の整備を行っていく。 

その結果、都市の快適性、利便性および防災性が向上し、人口や産業

の流出の抑制や街中の居住回帰により都市が賑わい、また安心して暮ら

していける魅力ある都市空間の創出が期待できる。 

 
 

用や市街地の整備を行っていく。 

 

その結果、都市の快適性、利便性および防災性が向上し、人口や産業

の流出の抑制や街中の居住回帰により都市が賑わい、また安心して暮ら

していける魅力ある都市空間の創出が期待できる。 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

（２）持続可能な都市づくり 

本都市計画区域の用途地域外では、開発が拡散しており、また県都で

ある福井市域に隣接している影響もあり、特に区域南部の坂井市丸岡町

や坂井市春江町でこの傾向が著しい。今後も、世帯分離や商業の規模の

拡大等による宅地需要により、用途地域外に開発が拡散していく可能性

があり、特に都市南部にひろがる田園等の自然的環境が損なわれるおそ

れが大きい。 

また、この開発の拡散により公共施設の整備や維持管理の負担が増大

していくと予想されるが、長期に及ぶ景気低迷、人口の減少および少子

高齢化の進行等の社会経済情勢を考慮すると、今後、投資目的で使うこ

とができる財源が乏しくなっていく可能性があり、更にこの傾向が進行

するおそれがある。 

一方、長期的には、人口の減少や産業の空洞化が進行し、空き地や空

き建物が増加することで、地域社会の衰退や既存の都市施設の遊休化等

の問題が深刻になる地域が発生するおそれもある。 

これらに対応していくためには、積極的に低炭素まちづくり計画等を

活用し、環境や財政等の面で持続可能な都市を目指して、公共交通と土

地利用が一体となったコンパクトな市街地に誘導していかなければなら

ない。 

そこで、用途地域外では、都市計画に加え環境・農林・防災に係る土

地利用の規制・誘導方策も活用しながら、地域の実情や望ましい地域像

を考慮して、都市的土地利用をきめ細やかに抑制または制限していくと

ともに、地域の拠点では、生活の利便性が向上しゆとりある居住環境が

確保できるように土地を有効に利用し、また適切に市街地を整備してい

くことで、まとまりとメリハリのある市街地を形成していく。また低炭

（２）持続可能な都市づくり 

本都市計画区域の用途地域外では、開発が拡散しており、また県都で

ある福井市域に隣接している影響もあり、特に都市南部の丸岡町地区

や春江町地区でこの傾向が著しい。 

今後も、人口の増加や商業の規模の拡大等による宅地需要により、用

途地域外に開発が拡散していく可能性があり、特に都市南部にひろが

る田園等の自然的環境が損なわれる恐れが大きい。 

また、この開発の拡散により公共施設の整備や維持管理の負担が増大

していくと予想されるが、長期におよぶ景気低迷や少子高齢化の進行

等の社会経済情勢を勘案すると、今後、政策的な目的で使うことがで

きる財源が乏しくなっていく可能性があり、更にこの傾向が進行する

恐れがある。 

一方、長期的には、人口の減少や産業の空洞化が進行し、空き地や空

き建物が増加することで、地域社会の衰退や既存の都市施設の遊休化

等の問題が深刻になる地域が発生する恐れもある。 

これらに対応していくためには、環境や財政等の面で持続可能な都市

を目指して、コンパクトな市街地に誘導していかなければならない。 

 

 

そこで、用途地域外では、都市計画に加え環境・農林・防災に係る土

地利用の規制・誘導方策も活用しながら、地域の実情や望ましい地域

像を勘案して、都市的土地利用をきめ細やかに抑制または制限してい

くとともに、地域の拠点では、生活の利便性が向上しゆとりある居住

環境が確保できるように土地を有効に利用し、また適切に市街地を整

備していくことで、まとまりとめりはりのある市街地を形成していく。 
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素まちづくり計画等を策定することでまちづくりと公共事業等を一体的

に計画し、民間活力も活かしながら低炭素化に関する施策を総合的に推

進する。 

その結果、公共投資の効率性の向上、農地等の里地や里山の自然的環

境の保全、地域社会の維持および防犯性の向上等の効果が期待できる。

また、公共サービスに対する住民の負担の軽減、効率的な公共交通の運

営、高齢者等の日常生活や社会活動の利便性の向上および既存の都市施

設の遊休化の防止等人口の減少や高齢化に対応した都市構造に誘導でき

ると考える。 

 

 

 

 

その結果、公共投資の効率性の向上、農地等の里地や里山の自然的環

境の保全、地域社会の維持および防犯性の向上等の効果が期待できる。

また、公共サービスに対する住民の負担の軽減、効率的な公共交通の

運営、高齢者等の日常生活や社会活動の利便性の向上および既存の都

市施設の遊休化の防止等人口の減少や高齢化に対応した都市構造に誘

導できると考える。  
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

（３）都市間の交流・連携を促進する都市づくり 

少子高齢社会による交通弱者の増加および今後も増大する都市施設の

維持費等、取り組むべき課題がある。 

本都市計画区域では、テクノポート福井を擁し、製造品の出荷額や第

２次産業就業者は都市全体で比較的安定しており、今後も、これらを維

持し発展させていく必要がある。 

これらに対応していくためには、都市計画区域を越えた圏域での一体

的な都市づくりを意識しつつ、都市基盤施設の整備・維持を適切に行い、

県内の地域間の連携を促進し、県域だけでなく更に広域的な圏域での活

発な交流を促進する北陸新幹線の整備によるインパクトをまちづくりに

活かしていかなければならない。また、公共交通の利便性向上によりそ

の利用促進を図っていく必要がある。 

そこで、本都市計画区域では、北陸新幹線をはじめとする公共交通を

中心として、産業の生産拠点および北陸圏、関西圏、中京圏、首都圏と

の交流および県内の各都市との連携を促進する交通網を整備していく。

また、北陸本線や三国芦原線の利用を促進する。特に、隣接する福井都

市計画区域とは、生活圏の実態としても一体の都市圏を形成しているた

め、三国芦原線を中心として地域間の連携を促進する。 

その結果、交流人口が増大し都市が賑わうこと、産業が活性化するこ

と、必要な都市施設が効率的に整備され財政の負担が軽減することの効

果が期待できる。 

 

 

（３）都市間の連携による都市づくり 

人口の減少、少子高齢化の進行および今後も増大する都市施設の維持

等の広域的に取り組むべき課題がある。 

また、産業の空洞化が進行している都市が多い中、本都市計画区域で

は、テクノポート福井を擁し、製造品の出荷額や第２次産業就業者は

都市全体で増加している傾向にあり、今後も、これらを維持し発展さ

せていく必要がある。 

これらに対応していくためには、産業の振興や広域的な圏域での活発

な交流を促進する基盤を築いていくとともに、都市施設の共同での利

用や運営を図っていかなければならない。 

そこで、本都市計画区域では、産業の生産拠点および近畿圏・中部圏

や県内の各都市との連携を強化する広域交通網を整備し、また北陸本

線や三国芦原線の公共交通の利用を促進するとともに、複数の市町村

の連携による都市施設の整備や維持、またはその有効利用を推進して

いく。 

その結果、産業の活性化や交流人口の増大により都市が賑わうこと、

必要な都市施設が効率的に整備され財政の負担が軽減することの効果が

期待できる。 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

 （４）隣接都市間と調和した都市づくり 

福井市域は県の中心として商業施設や業務施設等が集積しており、その福井市

域を中心とした生活圏が本都市計画区域に及んでいると考える。この生活圏の

広がりによる本都市計画区域への宅地需要により宅地開発が進行することで、

「都市南部にひろがる田園等の自然的環境の悪化」、「自動車交通による環境

への負荷の増大」および「効率的な公共投資ができない」等の問題が懸念され

る。 

これらに対応していくためには、本都市計画区域を越えた広域的な圏域内で一

体的に都市づくりを進めていかなければならない。 

そこで、本都市計画区域では、福井都市計画区域や当該都市計画区域内の市町

の間で土地利用の整合を図りながら、まとまりのある市街地へ誘導していく。 

その結果、農地等の里地や里山の環境の保全、地球環境の保全および公共投資

の効率性の向上等の効果が期待できる。 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

（４）安全・安心に住み続けられる都市づくり 

老朽化した木造建築物が密集した危険な地域、水害や土砂災害の対策

が十分にされていない地域では、防災性の向上が求められている。 

また、東日本大震災をはじめとする自然災害を契機として、単に利便

性の高い都市的な住まい方を求めるだけでなく、これまで以上に安全・

安心に関する意識、地域コミュニティに関する意識が高まりつつある。 

これらに対応していくためには、必要な都市施設の整備を進めながら、

全ての県民が住み慣れた地域で安全に安心して住み続けられる都市づく

りが必要である。 

そこで、河川改修や砂防施設の整備、市街地再開発事業等のハード対

策、適切な土地利用の誘導や地域コミュニティのつながりを活かした避

難方法の確立などのソフト対策をあわせて防災対策を進め、安全・安心

に住み続けられる都市づくりを目指す。 

その結果、地域住民の生命・財産を守り、安全・安心が確保される事

が期待される。 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

２ 区域区分の設定の判断 

（１）区域区分の設定の有無 

無し 

 

２ 区域区分の設定の判断と郊外の土地利用コントロールの

方向性 

（１）区域区分の設定の有無 

無し 

 



9 

※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

（２）区域区分の設定の判断理由 

本都市計画区域では、今後も、世帯分離等による住宅用地需要および

工業用地需要が発生する可能性があるが、人口は減少傾向にあり、上記

による開発圧力は大きくはないため、用途地域内に適切に誘導していく

ことで、無秩序な市街化（用途地域外への開発の分散）は防ぐことがで

きる。しかし、用途地域外での規制が弱く、無秩序な市街化が進行する

おそれがある。 

この無秩序な市街化は、公共サービスの効率性の低下、地球温暖化の

進行、生物多様性の減少、災害の危険性の増大および営農環境の悪化等

の問題を引き起こすおそれがあるため、適切な方法でコントロールして

いかなければならない。 

区域区分を設定した場合、無秩序な市街化の抑制、市街地内の低未利

用地の有効利用および公共交通の効率性の向上の効果が見込める。 

しかし、区域区分は、土地に関する権利制限を伴う制度であることか

ら、区域区分設定の際には慎重な判断が必要となる。現在の圧力の規模

から考えると、区域区分の設定の適用性が高いとは言えず、適切な用途

地域外での規制を行えば、無秩序な市街化の抑制は可能であると考える。 

 

 

 

 

 

 

このため、区域区分で一律に土地利用をコントロールするのではなく、

県と各市町との適切な調整・役割分担のもとに、農業振興地域制度等都

（２）区域区分の設定の判断理由と郊外の土地利用コントロールの方

向性 

本都市計画区域では、今後も、人口の増加や世帯分離等による住宅用

地需要および大型小売店舗の増加による商業用地需要等が発生する可能

性があり、また用途地域外で宅地開発が進む傾向にあることから、無秩

序な市街化（用途地域外への開発の分散）が進行する恐れがある。 

 

この無秩序な市街化は、公共サービスの効率性の低下、地球温暖化の

進行、生物多様性の減少、災害の危険性の増大および営農環境の悪化等

の問題を引き起こす恐れがあるため、適切な方法でコントロールしてい

かなければならない。 

区域区分を設定した場合、無秩序な市街化の抑制、市街地内の低未利

用地の有効利用および公共交通の効率性の向上の効果は見込める。しか

し、市街化が進んでいない用途地域で都市計画法規則第８条に定める既

成市街地として市街化区域に移行できない地域が多く発生し（人口フレ

ーム方式による新市街地の設定は困難である。）、「開発が進行してい

るにも係らず望ましい水準で都市基盤が整備されず、都市として良好な

生活環境が確保できない」、「都市的土地利用が規制され、今まで県や

市町で用途地域の範囲を基本として整備してきた道路や下水道等の公共

施設を十分に活かすことができない」、「市街化区域に移行できない地

域（市街化調整区域）の地価が急激に下落し土地の活用や運用を大きく

阻害する恐れがあり、社会経済に与える影響は非常に大きい」という多

大な弊害が発生するため、区域区分の設定は困難だと考える。 

このため、区域区分で一体的に土地利用をコントロールするのではな

く、県と各市町との適切な調整・役割分担のもとに、都市計画法以外の
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市計画以外の手法との連携も図りながら以下の方策を活用し、地域の実

態・望ましい将来像に合ったきめ細やかな土地利用コントロールを図っ

ていく。 

・「開発行為の規制規模の引き下げ」により、良好な都市基盤整備を促

す。 

・「まちづくり条例」により、郊外の無秩序な開発等の都市の問題を改

善し、地域の個性を活かした魅力あるまちづくりを推進する。 

・「特定用途制限地域」により、主要な幹線道路沿道や IC 周辺等におい

て、郊外での開発を促進するような大規模小売店舗等の立地を規制す

る。 

 

法律との連携を図りながら以下の方策を活用し、地域の実態・望ましい

将来像に合わせてきめ細かく土地利用コントロールを図っていく。 

 

・「特定用途制限地域」により、主要な幹線道路沿道やIC 周辺等にお

いて、郊外での開発を促進するような大規模小売店舗等の立地を規制す

る。 

・「風致地区」や「緑地保全地区」により、優れた自然的景観、およ

び貴重な動植物の生息・生育地や歴史的・文化的価値を有する緑地を保

全する。 

・「地区計画」により、農村集落等において、良好な居住環境や景観

を損なうような施設の立地を規制する。 

・「開発行為の規制規模の引き下げ」により、良好な都市基盤が整備

されない不良な市街地の形成を防止する。 

・「最低敷地規模の規制」により、宅地開発を地域の環境に調和する

ように誘導するとともに、建て詰まった開発を抑制する。 

・きめ細やかな「建築形態コントロール（建ぺい率、容積率等）」に

より、地域の環境を損なうような高層の建築物の建築を抑制し、宅地開

発を地域環境に調和するように誘導する。 

・「まちづくり条例」により、郊外の無秩序な開発等の都市の問題を

改善し、地域の個性を活かした魅力あるまちづくりを推進する。 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

３ 市街地の規模と配置 

（１）10年後の市街地のおおむねの規模と配置 

既に 10 年後のおおむねの人口規模に応じた住宅用地としての用途地域

は確保されており、また産業に要する計画的かつ具体的な市街化の見通

しがないため、10 年後のおおむねの市街地の規模は以下に示す現在の用

途地域の規模の範囲内とし、その配置は現在の用途地域の配置を基本と

する。 

 

 

 

 

また、用途地域内の土地を有効に利用するため、人口減少や産業の空

洞化により、空き地、空き建物が点在する地区では、土地の再編・集約

化を検討する。 

なお、現在の用途地域内で、将来的に市街化の見込みがなく自然的環

境を維持することが望ましい地域については、自然的環境を保全するた

めの土地利用規制を図った上で、用途地域の指定廃止を検討する。 

（単位：ha） 

おおむねの市街地の規模 Ｈ22 Ｈ32 Ｈ37 

あわら市 493 493 以内 493 以内 

坂井市 1,786 1,786 以内 1,786 以内 

福井市 284 284 以内 284 以内 

永平寺町 54 54 以内 54 以内 

合 計 2,617 2,617 以内 2,617 以内 

３ 市街地の規模と配置 

（１）１０年後の市街地の概ねの規模と配置 

三国町、芦原町、金津町、坂井町および福井市では、既に概ね１０年

後の人口規模に応じた住宅用地としての用途地域は確保されており、ま

た産業に要する計画的かつ具体的な市街化の見通しがないため、概ね１

０年後の市街地の規模は以下に示す現在の用途地域の規模の範囲内と

し、その配置は現在の用途地域の配置を基本とする。 

ただし、丸岡町、春江町および松岡町でも現在の用途地域を基本とす

るが、将来、増加する人口を現在の用途地域内で収容できない可能性が

あるため、「良好な基盤整備が担保できる」、「開発にともなう浸水被

害を防止できる」、「良好な居住環境を確保できる」、「自然環境や営

農環境を害さない」および「災害の危険性が低い」等の条件を勘案して、

土地利用の状況や見通しおよび交通の施設の整備状況をふまえ、現在の

用途地域周辺で計画的な新市街地の配置を検討していく。 

なお、用途地域の除外を行う際には、除外する地域で、自然的環境を

保全するために、土地利用規制を図る。 

（単位：ha） 

概ねの市街地の規模 Ｈ12 Ｈ22 

三国町 1,034以内 1,034以内 

芦原町 209 以内 209 以内 

金津町 290 以内 290 以内 

丸岡町 404 以内 404 以内 

春江町 199 以内 199 以内 

坂井町 135 以内 135 以内 
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福井市 284 以内 284 以内 

松岡町 54 以内 54 以内 

合 計 2,609以内 2,609以内 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

（２）10年後の市街地に配置するおおむねの人口、世帯数 

                      （単位：人） 

おおむねの人口 Ｈ22 Ｈ32 Ｈ37 

あわら市 
12,900  

（30,000） 

12,100  

（27,300） 

11,600  

（25,800） 

坂井市 
38,900  

（91,500） 

36,800  

（88,000） 

35,500  

（85,500） 

福井市 
0  

（6,000） 

0  

（5,800） 

0  

（5,600） 

永平寺町 
500  

（2,200） 

500  

（2,300） 

500  

（2,200） 

合 計 
52,300  

（129,700） 

49,300  

（123,400） 

47,600  

（119,200） 

   

    （単位：世帯） 

おおむねの世帯数 Ｈ22 Ｈ32 Ｈ37 

あわら市 
4,200  

（9,700） 

4,200  

（9,600） 

4,300  

（9,500） 

坂井市 
12,200  

（28,600） 

12,600  

（30,200） 

12,700  

（30,700） 

福井市 
0  

（2,200） 

0  

（2,200） 

0  

（2,100） 

永平寺町 
200  

（800） 

200  

（800） 

200  

（800） 

合 計 
16,600  

（41,300） 

17,100  

（42,900） 

17,200  

（43,200） 

※（ ）内は都市計画区域世帯数 

 

（２）１０年後の市街地に配置する概ねの人口 

（単位：人） 

概ねの人口 H12 H22 

三国町 
13,900 

（23,600） 

13,500 

（23,000） 

芦原町 
5,300 

（14,400） 

5,000 

（13,500） 

金津町 
7,700 

（17,800） 

7,500 

（17,300） 

丸岡町 
12,500 

（31,000） 

17,000 

（35,500） 

春江町 
9,200 

（23,000） 

11,700 

（25,500） 

坂井町 
3,000 

（12,700） 

5,500 

（15,200） 

福井市 
0 

（6,300） 

0 

（5,500） 

松岡町 
500 

（2300） 

1,200 

（3,000） 

合 計 
52,100 

（131,100） 

61,400 

（138,500） 

※（ ）内は都市計画区域人口 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

（３）10年後の都市のおおむねの産業規模（過去のトレンドによる将

来の見通し） 

                               

（単位：百万円） 

おおむねの商業年間販売額※1 Ｈ19 Ｈ32 Ｈ37 

あわら市 26,500 24,800 23,900 

坂井市 130,800 131,400 130,000 

福井市 －※２ －※２ －※２ 

永平寺町 －※２ －※２ －※２ 

合 計 157,300 156,200 153,900 

 

（単位：百万円） 

おおむねの製造品出荷額等※1 Ｈ22 Ｈ32 Ｈ37 

あわら市 145,200 145,600 152,400 

坂井市 317,200 366,100 376,200 

福井市 －※２ －※２ －※２ 

永平寺町 －※２ －※２ －※２ 

合 計 462,400 511,700 528,600 

※１ 行政区域全体の額 
※２ 嶺北北部都市計画区域の福井市域と永平寺町域は、中心的な市

街地を含んでおらず、産業活動が盛んな市街地の大半は福井

都市計画区域にあるため、ここでは記載しない。 
 

 

（３）１０年後の都市の概ねの産業規模（過去のトレンドによる将来

の見通し） 

（単位：百万円） 

概ねの商業年間販売額※１ H11 H22 

三国町 36,600 34,400 

芦原町 15,400 14,100 

金津町 18,400 17,700 

丸岡町 57,500 62,400 

春江町 30,400 31,600 

坂井町 18,400 22,500 

福井市 ―※２ ―※２ 

松岡町 ―※２ ―※２ 

合 計 176,700 182,700 

 
（単位：百万円） 

概ねの製造品出荷額等※１ H12 H22 

三国町 116,700 117,100 

芦原町 5,700 3,500 

金津町 104,100 109,400 

丸岡町 71,200 57,700 

春江町 112,700 127,600 

坂井町 71,100 77,500 

福井市 ―※２ ―※２ 

松岡町 ―※２ ―※２ 
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合 計 481,500 492,800 

 
※１ 行政区域全体の額 

※２ 嶺北北部都市計画区域の福井市域と松岡町域は、中心的な市街地を含んで 

おらず、産業活動が盛んな市街地の大半は福井都市計画区域にあるため、 

ここでは記載しない。 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

４ 土地利用に関する主要な都市計画決定等の方針 

（１）主要な用途の配置の方針 

土地の自然的条件および土地利用の動向を考慮して、各用途を適正に

配分することにより、都市機能を維持・増進し、かつ、居住環境の保護、

産業の利便の増進、公害の防止等適正な都市環境を保持するように配置

する。特に以下の事項に配慮して配置する。 

① 住宅地 

○三国駅周辺の中心市街地や丸岡城西側に隣接する中心市街地等では、

商業施設や公共施設が集積しており、生活利便性が高い地域である

が、人口の減少や空き建物の増加等空洞化が進行している。このため、

中心市街地の活性化のために、積極的に居住空間の配置を図る。 
○坂井市三国町の運動公園周辺、あわら市金津地区の市街地北部、坂井

市丸岡町の城北地区、春江駅東部の中筋北浦地区および坂井市坂井町

市街地東部等の良好な低層住宅地の居住環境を維持する。 

② 商業地 

○芦原温泉駅の周辺は、北陸新幹線芦原温泉駅の現駅併設により福井県

の北の玄関口、嶺北北部地域での広域的な交通結節点となるため、嶺

北北部圏域での中心的な商業地として商業施設や業務施設等の集積

を図る。 

○三国駅、あわら湯のまち駅、丸岡駅および春江駅周辺、丸岡城西側等

に配置された地域の拠点となる商業地を維持する。 
③ 工業地 

○テクノポート福井、あわら市金津地区の市街地東部、坂井市丸岡町の

４ 土地利用に関する主要な都市計画決定等の方針 

（１）主要な用途の配置の方針 

土地の自然的条件および土地利用の動向を勘案して、各用途を適正に

配分することにより、都市機能を維持・増進し、かつ、居住環境の保護、

産業の利便の増進および公害の防止等適正な都市環境を保持するように

配置する。特に以下の事項に配慮して配置する。 

 

①住宅地 

○ 三国駅周辺の中心市街地や丸岡城西側に隣接する中心市街地等では、

商業施設や公共施設が集積しており、生活利便性が高い地域である

が、人口の減少や空き建物の増加等空洞化が進行している。このため、

中心市街地の活性化のために、積極的に居住空間の配置を図る。 

○ 三国町の運動公園周辺、金津町の市街地北部、丸岡町の城北地区、春

江駅東部の中筋北浦地区および坂井町市街地東部等の郊外の良好な

低層住宅地の居住環境を維持する。 

②商業地 

○ 三国駅、あわら湯のまち駅、芦原温泉駅、丸岡駅および春江駅周辺、

丸岡城西側等に配置された地域の中心的な商業地を維持する。 

 

 

 

 

③工業地 

○ テクノポート福井、金津町の市街地東部、丸岡町の市街地南部、春江
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市街地南部、坂井市春江町の市街地南部および坂井市坂井町の市街地

北部等の工業地を維持する。 

 

町の市街地南部および坂井町の市街地北部等の郊外にある工業地を

維持する。 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

（２）用途の転換、純化または複合化に関する方針 

① 用途の転換 

○工業地域や準工業地域に指定されているが、工業ではない他の用途の

土地利用が進んでいる地区が坂井市三国町、坂井市丸岡町および坂井

市春江町にあり、今後も工業の土地利用の需要が低く住宅や商業等他

の土地利用の需要が高くなる場合は、地区内や周辺の土地利用状況お

よび都市基盤の整備状況を考慮して、住宅地や商業地等への転換を図

る。なお、商業地に転換する際には、三国駅、あわら湯のまち駅、芦

原温泉駅、丸岡駅および春江駅周辺、丸岡城西側等に配置された地域

の拠点となる商業地の維持・活性化に配慮する。 

② 用途の純化 

○坂井市三国町の運動公園周辺、あわら市金津地区の市街地北部、坂井

市丸岡町の城北地区、春江駅東部の中筋北浦地区および坂井市坂井町

市街地東部等の低層住宅地では、良好な居住環境を維持する。 

③ 用途の複合化 

○坂井市丸岡町や坂井市春江町の織物関連等の地場産業の工場が分散

している地区では、地区内の活力の維持や居住環境の保全のために、

複合的な土地利用を維持する。 

 

（２）用途の転換、純化または複合化に関する方針 

①用途の転換 

○ 工業地域や準工業地域に指定されているが、工業ではない他の用途の

土地利用が進んでいる地区が三国町、丸岡町および春江町にあり、今

後も工業の土地利用の需要が低く住宅や商業等他の土地利用の需要

が高くなる場合は、地区内や周辺の土地利用状況および都市基盤の整

備状況を勘案して、住宅地や商業地等への転換を図る。なお、商業地

に転換する際には、三国駅、芦原湯町駅、芦原温泉駅、丸岡駅および

春江駅周辺、丸岡城西側等に配置された地域の中心的な商業地の維

持・活性化に配慮する。 

②用途の純化 

○三国町の運動公園周辺、金津町の市街地北部、丸岡町の城北地区、春

江駅東部の中筋北浦地区および坂井町市街地東部等の低層住宅地で

は、良好な居住環境を維持する。 

③用途の複合化 

○丸岡町や春江町の織物関連等の地場産業の工場が分散している地区で

は、地区内の活力の維持や居住環境の保全のために、複合的な土地利

用を維持する。 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

（３）市街地における建築物の密度構成に関する方針 

① 住宅地 

○芦原温泉駅、三国駅、あわら湯のまち駅、丸岡駅および春江駅周辺、

丸岡城西側等の地域の拠点となる商業地の周辺は、生活利便性が高い

ため、比較的高密度な土地利用を図る。 

○坂井市三国町の運動公園周辺、あわら市金津地区の市街地北部、坂井

市丸岡町の城北地区、春江駅東部の中筋北浦地区および坂井市坂井町

市街地東部等の良好な低層住宅地は、戸建て住宅でゆとりある居住環

境を保つため、比較的低密度な土地利用を図る。また、必要に応じて

最低敷地規模の設定や容積率・建ぺい率の引き下げを行う。 
② 商業地 

○芦原温泉駅の周辺は、北陸新幹線芦原温泉駅の現駅併設により福井県

の北の玄関口、嶺北北部地域での広域的な交通結節点となるため、嶺

北北部圏域での中心的な商業地として、北陸新幹線の開業に併せて、

既存の都市施設が有する機能を有効に活用でき、商業施設や業務施設

等の集積を可能にする高密度な土地利用を図る。 

○三国駅、あわら湯のまち駅、丸岡駅および春江駅周辺、丸岡城西側等

に配置された商業地は、地域の拠点となる商業地であるため、比較的

高密度な土地利用を図る。 
③ 工業地 

○工業地は、従来の景観や環境を維持するため、比較的低密度な土地利

用を図る。 

 
 

（３）市街地における建築物の密度構成に関する方針 

①住宅地 

○ 三国駅、あわら湯のまち駅、芦原温泉駅、丸岡駅および春江駅周辺、

丸岡城西側等の地域の中心的な商業地の周辺は、生活利便性が高いた

め、比較的高密度な土地利用を図る。 

○ 三国町の運動公園周辺、金津町の市街地北部、丸岡町の城北地区、春

江駅東部の中筋北浦地区および坂井町市街地東部等の良好な低層住

宅地は、戸建て住宅でゆとりある居住環境を保つため、比較的低密度

な土地利用を図る。 

 

 

②商業地 

○ 三国駅、あわら湯のまち駅、芦原温泉駅、丸岡駅および春江駅周辺、

丸岡城西側等に配置された商業地は、地域の中心的な商業地であるた

め、比較的高密度な土地利用を図る。 

 

 

 

 

 

③工業地 

○工業地は、従来の景観や環境を維持するため、比較的低密度な土地利

用を図る。 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

 （４）居住環境等の改善または維持に関する方針 

①老朽木造住宅等が密集した地区の居住環境の改善の方針 

三国町の南本町周辺等の老朽木造住宅等が密集した地域では、歴史的な街

並みを維持しながら地域の防災性を高めるために、防火帯の設置等を図る。 
②歴史的街並みの維持の方針 

三国駅周辺の市街地中心部では、三国湊として繁栄してきた歴史を感じる

街割りや寺社およびかぐら建ての伝統的な家屋が残っているが、空洞化の一

端として駐車場が増加すること等により、この歴史的な街並みの維持が困難

になりつつある。また、老朽化した建築物が密集し、狭隘道路がある防災性

の低い地域でもあることから、防災性の向上に配慮して、この良好な歴史的

街並みを維持する。 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

（４）用途地域外の土地利用の方針 

まとまりのある市街地の形成や自然的環境の保全のために、以下に示

す地域毎の土地利用の方針をふまえ、農林漁業に係る土地利用との調整

や農業振興地域制度の適正な運用を図りながら、用途地域外の開発は抑

制していくことを基本とする。 

 

 

 

 

① 特に開発を抑制または制限すべき地域 

イ）自然環境を有する地域 

北潟湖等の国定公園指定地域や、その他の山地、里山（特に希少種

が生息する地域）、雄島海岸、三里浜、九頭竜川や竹田川等の河川お

よびガン類集団飛来地等の自然地は、生物多様性の確保、地球温暖化

の防止、水源のかん養等のために、開発の抑制を図る。 

ロ）優良な農地を有する地域 

一団となった農地や土地改良事業等が施行された優良な農地は、基

礎的な農業の生産基盤であり、良好な状態で維持・保全するとともに、

農地が持つ保水機能の維持、生物多様性の確保（特にガン類集団飛来

地）および田園風景の維持のために、開発の抑制を図る。 

ハ）良好な景観を有する地域 

歴史的街並みや自然景観等、良好な景観を有する地域は、地域の個

性として次世代へと継承していくために、開発の制限を図る。 

（５）用途地域外の土地利用の方針 

まとまりのある市街地を形成するために、以下に示す地域毎の土地利

用の方針をふまえ、農林漁業に係る土地利用との調整を図りながら、用

途地域外の開発は抑制していくことを基本とする。 

しかし、農村の地域社会維持等の特別な理由がある場合は、各町の都

市計画マスタープラン等の土地利用計画に即して、「計画的な市街地形

成を害さない」、「良好な基盤整備が担保できる」、「開発にともなう

浸水被害を防止できる」、「自然環境、営農環境および居住環境を害さ

ず、特に希少種の生育・生息する環境は害さない」という条件を満たす

地区で、適切な規模で開発を行う。 
① 特に開発を抑制または制限すべき地域 

イ）自然環境を有する地域 

北潟湖等の国定公園指定地域や、その他の山地、里山（特に希少種が

生息する地域）、雄島海岸、三里浜、九頭竜川や竹田川等の河川および

ガン類集団飛来地等の自然地は、生物多様性の確保、地球温暖化の防止、

水源の涵養および水害や土砂災害の防止等のために、開発の抑制を図る。 

ロ）優良な農地を有する地域 

集団的に存在する農地や土地改良事業等が施行された農地は、優良な

農業の生産基盤であり、水田が持つ保水機能の維持、生物多様性の確保

（特にガン類集団飛来地）および田園風景の維持を図るために、開発の

抑制を図る。 
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ニ）自然災害の危険性が高い地域 

土砂災害・津波の危険性の高い地域では、開発の抑制を図る。 

河川氾濫により甚大な浸水被害の可能性が高い地域は、浸水想定区

域や浸水実績マップ等の防災情報の公表などにより開発の抑制を図

る。 

ホ）無秩序な開発が予想される地域 

幹線道路沿線など無秩序な開発が進行するおそれのある地域につ

いては、特定用途制限地域を設定するなど、適切な方法により、開発

の抑制を図る。特に新たな幹線道路を整備する場合は、特定用途制限

地域等の開発制限を事業着手までに設定する。 

 

② その他の地域 

○農村集落は、昔ながらの良好な集落環境を維持し、田園風景に調和し

た土地利用を図る。また、農村集落の隣接部で、農家の世帯分離によ

る宅地需要がある場合は、良好な生産基盤を確保し、自然環境、集落

環境、営農環境、雨水の流出増加の防止、および災害の危険性に配慮

した上で、適切な規模の開発を許容し、集落の地域社会を維持する。 
○新興住宅地等の都市的な土地利用を行っている地域は、自然環境や田

園風景に調和した土地利用を図る。 
○優良な農地以外の農地等の自然的環境を有する地域も、保全すること

を基本とする。 

ハ）土砂災害の危険性が高い地域 

都市に隣接する土砂災害の危険性が高い山地周辺は、十分な安全性を

有する範囲で開発の制限を図る。 

ニ）甚大な洪水被害が予想される地域 

洪水氾濫により甚大な浸水被害の可能性が高い地域は、十分な安全性

を有する範囲で開発の制限を図る。 

 

 

 

 

 

②その他の地域 

○ 農村集落は、昔ながらの良好な集落環境を維持し、田園風景に調和した土地

利用を図る。また、農村集落の隣接部で、農家の世帯分離による宅地需要があ

る場合は、良好な基盤整備を確保し、自然環境、集落環境、営農環境および雨

水の流出増加の防止に配慮した上で、適切な規模の開発を許容し、集落の地域

社会を維持する。 

○ 新興住宅地等の都市的な土地利用を行っている地域は、自然環境や田園風景

に調和した土地利用を図る。 

○ 優良な農地以外の農地等の自然的環境を有する地域も、保全することを基本

とするが、農村の地域社会維持等の特別な理由がある場合は、先に示した条件

を満たす地区で、適切な規模の開発を行う。 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

（５）土地利用の規制・誘導方策の活用方針 

○国道８号、主要地方道福井金津線、福井港丸岡インター連絡道路等の

主要な幹線道路沿道の中で、「通勤等に係る道路交通」、「土地利用の

現況や規制」および「地価」の状況や今後の見通し等の実態を踏まえ

て、郊外での開発を促進するような大規模小売店舗等が立地するおそ

れがある地域については、特定用途制限地域の適用を検討する。 

○郊外の無秩序な開発等の都市の問題を改善し、地域の個性を活かした

魅力あるまちづくりを推進するため、まちづくり条例の制定を検討す

る。 

○既に 3,000 ㎡以下のミニ開発が相当数行われている坂井市の丸岡町、

春江町、坂井町では、今後の開発の見通し等を考慮して、良好な都市

基盤が整備されない不良な市街地の形成を防止し、コンパクトで持続

可能なまちづくりを進めるため、開発行為の規制規模の引き下げの適

用を検討する。 

○地域の環境を損なうような中高層の建築物の建築を抑制し、宅地開発

を地域環境に調和するように「建築形態コントロール（建ぺい率、容

積率等）」を必要に応じて再検討する。 

○「土地利用の現況や規制」および「地価」の状況や今後の見通し等の

実態を踏まえて、良好な居住環境や景観を損なうような施設が立地す

るおそれがある農村集落等については、地区計画による建築物の用

途・形態等の制限の適用を検討する。 

○農業振興地域制度の適正な運用により、優良農地等の保全を図る。 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

（６） 景観の保全等の方針 

○歴史的街並みや自然景観等、良好な景観を有する地域は、景観計画等、

景観法に基づく手法によりその景観の保全を図る。 

○三国駅周辺の湊町地区は、三国湊として繁栄してきた歴史を感じる街

割りや寺社およびかぐら建ての伝統的な家屋が残っているが、空洞化

の一端として駐車場が増加すること等により、この歴史的な街並みの

維持が困難になりつつある。また、老朽化した建築物が密集し、狭い

道路がある防災性の低い地域でもあることから、防災性の向上に配慮

して、この良好な歴史的街並みを維持する。 

○丸岡町の城周辺地区は、現存する日本最古の天守閣である丸岡城と城

下町を含み、寺社仏閣等の歴史・文化資源も数多く残されている古く

からの中心的な地区であり、これら歴史的遺産を活かした街並みの再

生を図る。 

○幹線道路の沿道等に設置される屋外広告物については、福井県屋外広

告物条例等を活用し、周辺の良好な景観と調和するよう誘導を図る。 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

（７） 自然災害等への対策の方針 

○土砂災害の危険性の高い地域では、危険を周知し警戒避難体制の整備

を図る。特に危険性の高い地域では、特定の開発行為に対する許可制、

建築物の構造規制等を行う。 

○河川氾濫による水害の危険性が高い地域では、浸水想定区域や浸水実

績マップ等の防災情報の公表などにより新たな開発を抑制するとと

もに、水害に強い地区への誘導を図る。 

○農地等の貯水機能（流出抑制機能）低下の抑制のために、開発を行う

場合の調整池の設置基準強化などにより、浸水被害の防止を図る。 

○坂井市三国町の南本町周辺等の老朽木造住宅等が密集した地域では、

歴史的な街並みを維持しながら地域の防災性を高めるために、準防火

地域の活用等を図る。 

○地震・津波等の災害時に避難地や防災拠点等となる都市公園の機能の

見直しを図る。 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

５ 都市施設の整備に関する主要な都市計画決定等の方針 

（１）交通施設について 

① 交通体系の整備の方針 

バス路線や鉄道路線の維持、活性化を図り、過度に自動車に依存する交

通体系から自動車と公共交通が共存できる、誰もが利用しやすく環境にも

やさしい交通体系へ転換する。 

新たに道路を配置する際には、計画的な市街地形成を害するような無秩

序な開発を誘発しないように、道路交通処理機能が低下しないように、更

に自然的環境が損なわれないように、道路の位置や構造の調整および沿道

の土地利用規制を図る。 

② 整備水準の目標 

県域を越えた広域的な交流、県内地域間の連携に寄与する道路整備によ

り、２時間行動圏域（日帰り圏）、30 分で到達できる周辺市町の増加を図

る。 

都市計画道路については、今後の社会情勢の変化と広域交通網の整備の

動向から計画を見直し、必要な道路の整備を図る。 

 
 
 
 
 
 
 

５ 都市施設の整備に関する主要な都市計画決定等の方針 

（１）交通施設について 

①交通体系の整備の方針 

バス路線および北陸本線や三国芦原線の鉄道の維持、活性化を図り、自動

車に依存する交通体系から自動車と公共交通が共存できる交通体系へ転換

する。 

道路については、ふくいの道３０分圏構想が実現されているが、新たに道

路を配置する際には、計画的な市街地形成を害するような無秩序な開発を

誘発しないように、道路交通処理機能が低下しないように、更に自然的環

境が損なわれないように、道路の位置や構造の調整および沿道の土地利用

規制を図る。 

②整備水準の目標 

ふくいの道 30分圏構想の達成度 H14 H22 
近接都市間のアクセ

ス 
三国町～福井市 達成 － 
三国町～加賀市 達成 － 
芦原町～福井市  達成 － 

芦原町～加賀市 達成 － 
金津町～福井市 達成 － 
金津町～加賀市 達成 － 
丸岡町～福井市 達成 － 
丸岡町～勝山市 達成 － 
春江町～加賀市 達成 － 
坂井町～福井市 達成 － 

町村と近接都市間の

アクセス 
坂井町～加賀市 達成 － 
三国町～金津 IC 達成 － 
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③ 主要な施設の配置の方針 

イ）公共交通関連施設の配置 

○交通結節機能を向上させ、また広域交通網を強化するために、鉄道駅

等の交通結節点で、公共交通の利用の需要を考慮して駐車場や駐輪場

の整備を図る。 

○芦原温泉駅周辺は、北陸新幹線芦原温泉駅の現駅併設に併せて、にぎ

わい交流広場の整備、交通結節機能の強化等により、地域の拠点にふ

さわしい賑わいの創出、周辺都市からの駅の利便性の向上を図り、よ

り広域的な交流・連携を促進する。 
ロ）道路の配置 

○広域的交流拠点であるテクノポート福井と北陸自動車道丸岡ICを結ぶ

ことで、交流拠点へのアクセス性を高めて人と物との交流を活性化さ

せ、当該都市計画区域における高次産業集積圏の形成や広域観光の発

展を支援する福井港丸岡インター連絡道路の整備を目指す。また、坂

井市三国町の福井港丸岡インター連絡道路から北陸自動車道加賀ICを

結ぶことで、当該都市計画区域や加賀市に点在する観光拠点の連携強

化や産業振興を支援する福井加賀道路の整備の必要性を検討する。 

芦原町～金津 IC 達成 － 
金津町～金津 IC 達成 － 
丸岡町～丸岡 IC 達成 － 
春江町～丸岡 IC 達成 － 

市町村と近接 IC 間
のアクセス 

坂井町～丸岡 IC 達成 － 
   

※ふくいの道３０分圏構想：県内の隣接する都市間、周辺町村から各地域の中

心都市まで、および周辺町村や中心都市から高速道路のインターチェンジま

でを、それぞれ概ね３０分で到達できる道路網にしようとする構想。 

 
③主要な施設の配置の方針 

イ）公共交通関連施設の配置 

○ 交通結節機能を向上させ、また広域交通網を強化するために、北陸本線

と三国芦原線の駅等の交通結節点で、公共交通の利用の需要を勘案して駐

車場や駐輪場の整備を図る。 
 

 

 

 

 

ロ）道路の配置 

○ 広域的交流拠点であるテクノポート福井と北陸自動車道丸岡IC を結ぶ

ことで、交流拠点へのアクセス性を高めて人と物との交流を活性化させ、

当該都市計画区域における高次産業集積圏の形成や広域観光の発展を支

援する福井港丸岡インター連絡道路の整備を目指す。また、三国町の福井

港丸岡インター連絡道路から北陸自動車道加賀IC を結ぶことで、当該都

市計画区域や加賀市に点在する観光拠点の連携強化や産業振興を支援す
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○国道 8 号福井バイパス等の地域間の交流と連携を支援する道路の整備

を促進する。 

○河川や湖沼を渡る隘路を解消するための道路の整備を図る。 

○東尋坊や芦原温泉等の観光地周辺の道路や市街地内の道路は、道路が

有する公共空間の質的な向上を図るために、快適な歩行者空間の確保

や歴史的な街並み・自然公園の景観等に配慮して整備する。 

○道路の構造は、自転車および高齢者・障害者を含む全ての歩行者が安

全かつ円滑に移動できるように配慮する。 

 

 

④ 交通施設の整備目標 

おおむね 10年以内に整備する予定の交通施設を以下に示す。 

路線名 供用予定区間 

国道８号福井バイパス あわら市笹岡～坂井市丸岡町玄女 

国道 416 号白方～布施田バイパス 福井市白方町～布施田町 

主要地方道福井加賀線 福井市川合鷲塚町～坂井市春江町針原 

主要地方道三国東尋坊芦原線 坂井市三国町崎～浜地 

主要地方道丸岡川西線 坂井市春江町布施田新～福井市布施田

町 

一般県道福井森田丸岡線 坂井市春江町寄安～丸岡町舟寄 

一般県道三国金津線 あわら市田中々～重義 

 
 
 

 

る福井加賀道路の整備の必要性を検討する。 

○ 国道8 号福井バイパス等の地域間の交流と連携を支援する道路の整備

を促進する。 

○ 河川や湖沼を渡る隘路を解消するための道路の整備を図る。 

○ 東尋坊や芦原温泉等の観光地周辺の道路や市街地内の道路は、道路が有

する公共空間の質的な向上を図るために、快適な歩行者空間の確保や歴史

的な街並み・自然公園の景観等に配慮して整備する。 

○ 道路の構造は、自転車および高齢者・障害者を含む全ての歩行者が安全

かつ円滑に移動できるように配慮する。 

○ 20 年以上未着手の都市計画決定した幹線街路は、社会経済情勢の変化

と広域交通網の整備の観点から、その必要性を再検討する。 
④交通施設の整備目標 

おおむね10年以内に整備する予定の交通施設を以下に示す。 

路線名 供用予定区間 
国道８号福井バイパス 金津町～丸岡町の一部区間 
国道４１６号島山梨子～里別所バイパ

ス 
福井市布施田町～里別所町 

主要地方道福井加賀線 坂井町下兵庫～大味、春江町松木 

～中庄 

 
一般県道細呂木停車場北潟線（日之出

橋） 
芦原町北潟東 

 
一般県道三国丸岡停車場線（清永橋） 坂井町清永～下兵庫 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

（２）下水道について 

① 下水道の整備の方針 

○汚水処理施設は、「新・福井県汚水処理施設整備構想」に基

づいて、公共下水道、農業集落排水処理施設および合併処理

浄化槽等の適切な役割分担のもと、長寿命化計画の策定や汚

水処理施設の統合など持続可能な経営への質的転換を図り

ながら、汚水処理施設の整備を促進する。 
○未普及地域の早期解消を図り、良好な水環境の保全を目指

す。 
○都市化の進展により、雨水の地下浸透や貯留能力が減少し、

雨水流出量が増大する地域では、雨水対策を推進する。 
② 整備水準の目標（市町の行政区域の整備水準） 

（単位：％） 
普及率※１ Ｈ22 Ｈ32 

あわら市 92（87） 100（95） 

坂井市 93（89） 100（99） 

福井市 83（19） 100（19） 

永平寺町 100（100） 100（100） 

合 計 93（86） 100（95） 

※１ 普及率（＝汚水処理人口普及率）：汚水処理施設（公共下水道、農業

集落排水施設等、合併処理浄化槽、その他の汚水処理施設）の供用

人口※３／行政人口×100 

※２（ ）は公共下水道の普及率：公共下水道の供用人口／行政人口×100 

※ ３ 供用人口：汚水処理施設を使用することができる状況にある人口 

（２）下水道について 

①下水道の整備の方針 
○下水道は、効率的かつ経済的な汚水処理施設整備を促進するため、「福井

県汚水処理施設整備構想」に基づいて、他の汚水処理施設に比べて経済的

な区域を整備する。 

○都市化の進展により、雨水の地下浸透や貯留能力が減少し雨水流出量が増

大する地域では、河川の整備にあわせて雨水対策を推進し、水害から住民

の財産を守る。 

 

 

 

②整備水準の目標（市町の行政区域の整備水準） 

（単位：％） 

普及率※１ Ｈ13 Ｈ22 

三国町 99（99） 100（100） 
芦原町 77（77） 98（98） 
金津町 73（65） 83（75） 
丸岡町 75（59） 97（95） 
春江町 81（75） 100（94） 
坂井町 54（53） 84（83） 
福井市 77（70） 88（81） 

松岡町 96（88） 100（92） 
合 計 78（71） 91（85） 

※１ 普及率（＝汚水処理人口普及率）：汚水処理施設（下水道、農業集落
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③ 下水道の整備目標 

おおむね 10年以内に下水道を整備する地区を以下に示す。 

市町名 
おおむね 10年以内に整備する地区 

用途地域内 用途地域外 

あわら市 一部の残地域※１ 波松地区､坪江地区､剱岳地区の各一部､吉崎

地区 

坂井市 整備済 丸岡地区、春江地区、坂井地区 

福井市 整備済 川西地区の一部 

永平寺町 整備済 整備済 

 ※１残区(地)域  ：各地区の残った未整備区(地)域 

 

排水施設等、合併処理浄化槽、その他の汚水処理施設）の供用人口※３

／行政人口×100 

※２（ ）は公共下水道の普及率：公共下水道の供用人口／行政人口×100 

※３ 供用人口：汚水処理施設を使用することができる状況にある人口 

③下水道の整備目標 

概ね10 年以内に下水道を整備する地区を以下に示す。 

市町名 
概ね 10年以内に整備する地区 

用途地域内 用途地域外 

三国町 運動公園周辺、三国東 崎、請地、新保 

芦原町 一部の残地域※１ 北潟湖周辺地区、波松地区、牛山、松影 

金津町 一部の残地域※１ 北潟湖周辺地区、矢地、北野、北、中川、前谷、 

東田中、次郎丸、北疋田、南疋田、瓜生 

丸岡町 一部の残地域※１ 長畝、末政、小黒、舟寄 

春江町 一部の残地域※１ 沖布目、井向、春日野、堀越、定広、木部西方 

寺、田端、室町、松木、千歩寺、中庄、江留中、 

藤鷲塚、中筋、寄安、定重、正蓮花 

坂井町 一部の残地域※１ 島、清永、大味、東中野、下兵庫、上兵庫、下 

関、上関、福島、田島、折戸、木部新保、蛸、 

今井、東荒井、河和田、長屋、御油田 

福井市 整備済み 川西地区の一部 

 

松岡町 一部の残地域※１ 整備計画無し※２ 

 

※１残区(地)域 ：各地区の残った未整備区(地)域 

※２整備計画無し：整備計画の予定が無い 

 
※赤字は変更見直し箇所 
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改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

（３）河川について 

① 河川の整備の方針 

イ）治水機能の確保 

○「人口や資産が集積している市街地を流下する県民生活上特に重要

な河川」、「浸水被害が頻発している河川」、「土地区画整理事業との

連携など地域開発に関連して緊急を要する河川」等について重点的、

効率的な治水対策を推進する。 

○河川改修に当たっては、良好な水辺空間を形成するため河川のもつ

多様な自然環境や生態系に配慮した川づくりを推進する。 

○開発により、その土地が従来有していた浸透・貯留機能や遊水機能

が失われ河川に負担がかかることのないように、土地利用規制や開

発事業個別の調整池の設置など流域全体として総合的な治水対策を

推進する。 

○九頭竜川やその支川竹田川などにおいて、必要に応じて津波遡上対

策を検討する。 

ロ）水と緑豊かな水辺空間の保全と整備 

○河川が有する多様な自然環境の保全を前提に、都市の潤いのある憩

い空間、身近に自然とふれあえる空間として整備する。 

○市町と連携して地域住民や河川愛護団体による草刈清掃、花壇整備

等の自主的な河川美化活動を支援し良好な河川環境を保全・整備す

る。 

 

 

 

 

（３）河川について 

①河川の整備方針 

イ）治水機能の確保 
○「人口や資産が集積している市街地を流下する県民生活上特に重要な河川」、

「浸水被害が頻発している河川」、「土地区画整理事業との連携など地域開

発に関連して緊急を要する河川」等について重点的、効率的な治水対策を推

進する。 

○河川改修にあたっては、良好な水辺空間を形成するため河川のもつ多様な自

然環境や生態系に配慮した川づくりを推進する。 

○開発により、その土地が従来有していた浸透・貯留機能や遊水機能が失われ

河川に負担がかかることのないように、土地利用規制や開発事業個別の調整

池の設置など流域全体として総合的な治水対策を推進する。 
ロ）良好な水環境の保全 

○水質汚濁が著しい湖沼については、水質改善の一環として、有機物を多量に

含む底泥の浚渫を計画的に推進する。 
ハ）水と緑豊かな水辺空間の保全と整備 

○河川が有する多様な自然環境の保全を前提に、都市の潤いのある憩い空間、

身近に自然とふれあえる空間として整備する。 

○市町村と連携して地域住民や河川愛護団体による草刈清掃、花壇整備等の自

主的な河川美化活動を支援し良好な河川環境を保全・整備する。 
 
 
 
 
 
 



32 

② 河川の整備目標 

おおむね 10年以内に整備する予定の河川等を以下に示す。  

整備方

針 
河川名 

全体計画延長（kｍ）

※１ 

整備内

容 

おおむね 10 年以内

に整備する区間（km）

※２ 

治 水機

能の確

保 

八ヶ川 

（北川） 

2.6（九頭竜川合流

点～坂井市針原） 

河道拡

幅 

1.1（暫定改修完了） 

竹田川 

6.4（九頭竜川合流

点～えちぜん鉄道

線） 

河道拡

幅 

0.8（栄橋～兵庫川合

流点） 

兵庫川 
6.8（竹田川合流点

～えちぜん鉄道線） 

河道掘

削 
2.0（暫定改修完了） 

磯部川 
5.7（九頭竜川合流

点～ＪＲ北陸本線） 

河道拡

幅 
0.1（完成） 

※１（ ）内は全体計画区間を示す。 

※２（ ）内はおおむね 10 年以内に整備する区間を示す。但し、おおむね

10 年以内に完成する河川等は、「完成」する旨を示す。  

②河川の整備目標 

概ね10 年以内に整備する予定の河川等を以下に示す。 

整備方針 河川名 全体計画延長（kｍ）※

１ 
整備内容 概ね10年以内に整備

する区間（km）※２ 

治 水 機能

の確保 

竹田川 6.4（九頭竜川合流

点～ 

京福線） 

河道拡幅 1.4（九頭竜川合流

点～ 

竹松橋） 
兵庫川 6.8（竹田川合流点

～京 

福橋梁） 

河道拡幅 2.4（下兵庫工区） 

磯部川 5.7（九頭竜川合流

点～ 

ＪＲ北陸本線） 

河道拡幅 0.3（完成） 

八ヶ川 4.4（九頭竜川合流

点～ 

県道福井金津線） 

河道拡幅 2.6（九頭竜川合流

点～ 

圃場整備区間） 
北潟湖 0.3（開田橋周辺） 水門改築 0.3（完成） 

良好な水 

環境の保 

全 

北潟湖 56,000（北潟西周
辺）※３ 

浚渫 6,090（完成）※３ 

水 と 緑豊

か な 水辺

空 間 の保

全と整備 

九 頭 竜
川 

1（九頭竜川河口）
※４ 

マリーナ 1（完成）※４ 

竹田川 0.7（九頭竜川合流
点） 

河川公園 0.7（完成） 

※１（ ）内は全体計画区間を示す。 

※２（ ）内は概ね10 年以内に整備する区間を示す。但し、概ね10 年以内に完成

する河川等は、「完成」する旨を示す。 

※３ 浚渫の単位は「ｍ３」である。 

※４ マリーナの単位は「箇所」である 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

（４）その他の都市施設について 

○その他の都市施設を配置する場合は、住民の生活や産業活動の利便

性、居住環境や自然的環境の保全および土地利用や都市基盤整備の動

向等を考慮し、また都市機能を維持・増進し、安全で安心して生活で

きる良好な都市環境が形成されるように配慮する。 

○子どもから高齢者までが安心して活動できる公共空間・移動空間づく

り、中心市街地の活性化等のために、交通の利便性が高い北陸本線や

三国芦原線の駅等の交通結節点で、公用施設や教育文化施設、医療施

設、社会福祉施設等の公益的施設の集積を図る。 
 

（４）その他の都市施設について 

○その他の都市施設を配置する場合は、住民の生活や産業活動の利便性、居

住環境や自然的環境の保全および土地利用や都市基盤整備の動向等を勘

案し、また都市機能を維持・増進し良好な都市環境が形成されるように配

慮する。 

○子どもから高齢者まで全ての住民の生活利便性の向上や中心市街地の活

性化等のために、交通の利便性が高い北陸本線や三国芦原線の駅等の交通

結節点で、公用施設や教育文化施設、医療施設、社会福祉施設等の公益的

施設の集積を図る。 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

６ 市街地開発事業に関する主要な都市計画決定等の方針 

（１）基本方針 

都市における核家族化の進行等による新たな宅地の需要に対応し、ま

た、既成市街地内の居住環境の改善や防災性の向上のために、市街地内

の公共施設整備が不十分な地区において計画的な市街地整備を図る。 

 
（２）市街地開発事業の決定の方針 

○老朽木造住宅等が密集し道路等の都市施設の整備が不十分なため、防災

上・居住環境上問題がある可能性のある地区においては、防災性の向上

と居住環境の改善を図るために、実態を十分調査した上で、歴史的街並

みの維持や調和に配慮しながら土地区画整理事業等の推進を図る。 

○一定の基盤整備がなされている既成市街地内で、敷地が細分化され、低

未利用地が点在している地区においては、公共施設の整備とあわせ、敷

地の再編・集約化を目的とした土地区画整理事業の推進を図る。 

 

６ 市街地開発事業に関する主要な都市計画決定等の方針 

（１）基本方針 

都市における核家族化の進行等による新たな宅地の需要に対応し、また、

既成市街地内の居住環境の改善や防災性の向上のために、市街地内の公共施

設整備が不十分な地区において計画的な市街地整備を図る。 
 

（２）市街地開発事業の決定の方針 

○老朽木造住宅等が密集し道路等の都市施設の整備が不十分なため、防災

上・居住環境上問題がある可能性のある三国町南本町周辺地区において

は、防災性の向上と居住環境の改善を図るために、実態を十分調査した

上で、歴史的街並みの維持や調和に配慮しながら土地区画整理事業等で

市街地整備を図る。 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

７ 自然的環境の保全または整備に関する主要な都市計画決

定等の方針 

（１）基本方針 

本都市計画区域は、雄島海岸や北潟湖および九頭竜川、竹田川等の主

要河川が優れた自然的環境を形成している。 

また、都市内では、市街地が、田園や里山に取り囲まれており、北部

には北潟湖および多くの小河川が流れている。 

このような都市の自然的環境をふまえ、生態系やレクリエーションの

ネットワーク機能を強化していくために、放射環状型の緑地を基本構造

として、自然的環境の保全または整備を図る。 

※自然的環境を保全または整備する際には、自然環境データ等に記載さ

れている優れた風致や景観および貴重な動植物の生息地や生育地等の

地域を十分に考慮する。 

 
 

７ 自然的環境の保全または整備に関する主要な都市計画決

定等の方針 

（１）基本方針 

都市の骨格となる緑は、東に位置する加越山地と西に位置する越前海岸

および山岳地から海へと流れる九頭竜川等の主要河川である。 

また、都市内では、市街地が、田園や里山に取りまかれており、北部に

は北潟湖および多くの小河川が流れ、緑地に連続性を与えている。 

このような都市の自然的環境をふまえ、生態系やレクリエーションのネ

ットワーク機能を強化していくために、放射環状型の緑地を基本構造とし

て、自然的環境の保全または整備を図る。 

※自然的環境を保全または整備する際には、自然環境データ等に記載さ

れている優れた風致や景観および貴重な動植物の生息地や生育地等の地

域を十分に考慮する。 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

（２）都市の緑の目標 

① 緑地の確保目標水準 

都市の緑の特色は、市街地の周辺地域（用途地域外）に良好な緑地が

豊かに分布し、公共的なレクリエーションの場も多く整備されているこ

とにある。これら周辺の緑地は、市街地内の住民に供される緑地として

非常に重要な役割をもっている。 

このような都市の緑の特色を考慮し、市街地周辺の緑地を含めた緑地

面積を市街地（用途地域）面積の 30％以上確保することを目標水準とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 都市公園等の施設として整備すべき緑地の目標 

ふくい緑のグランドデザインに基づく緑の基本計画を策定し、施設緑

地等の整備を促進する。 

 

（２）都市の緑の目標水準 

①緑地の確保目標水準 
都市の緑の特色は、市街地の周辺地域（用途地域外）に良好な緑地が豊かに

分布し、公共的なレクリエーションの場も多く整備されていることにある。

これら周辺の緑地は、市街地内の住民に供される緑地として非常に重要な役

割をもっている。 

このような都市の緑の特色を考慮し、「ふくい緑のグランドデザイン」に基

づき、市街地周辺の緑地を含めた緑地面積を市街地（用途地域）面積の30％

以上確保することを目標水準とする。 

 

 

 

 

 

 

②都市公園等の施設として整備すべき緑地の目標 

市街地内の身近な緑地を確保するため、都市公園等の施設として整備すべき

緑地の目標量を次のように設定する。 

公園種別 
整備状況（Ｈ12） 整備目標量（Ｈ28） 

供用開始面積

（ha） 

一人当たり面積

 （㎡／人） 

一人当たり面積（㎡

／人） 

幹公 住区基 街区公園 16.5 1.2 2.0 

将来市街地面積に対する緑地確保面積の割合 30％ （Ｈ28） 

 

確保面積将来市街地周辺の緑地将来市街地面積

確保面積将来市街地周辺の緑地保目標量将来市街地内の緑地確

�
�

 C  

 
C：市街地内（周辺の緑地を含む）の緑地確保目標水準 
（市街地内の緑地には、市街化区域に囲まれた市街化調整区域にある島状、線状の

緑地（里山、河川等）や市街化区域に隣接して配置した都市公園、市街化区域縁辺

部に存在する丘陵地等で用途地域外まで一体的に指定される地域制緑地を含める） 
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幹公園 近隣公園 8.0 0.6 2.0 

地区公園 8.9 0.7 1.0 

都市基

幹公園 
総合公園 30.1 2.3 11.0 

運動公園 21.0 1.6 2.5 

※整備状況で示す供用開始面積には、開発行為で整備した公園等は含まれて

いない。 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

（３）主要な緑地の配置の方針 

○環境保全機能、レクリエーション機能、防災機能および景観構成機能を

もつ緑地を確保する観点から都市公園の整備を進め、特に市街地内で、

まとまった田園、里山および河川等に近接せず、緑地が少ない地区に、

緑地の整備や道路の緑化等を促進する。 

○市街地内の緑地や、その周辺に分布する田園、里山、屋敷林や鎮守の森

および九頭竜川や竹田川等の河川等の緑地は、都市の良好な環境を保全

するために重要な役割を果たしているため、身近な緑地として親しめる

ように保全や整備を図る。 

○里山から市街地への緑地の連続性を確保するために、環境に配慮した竹

田川等の河川の整備や幹線道路の緑化等による緑のネットワーク化を

図る。 

 

（３）主要な緑地の配置の方針 

○環境保全機能、レクリエーション機能、防災機能および景観構成機能をもつ

緑地を確保する観点から、特に市街地内で、まとまった田園、里山および河川

等に近接せず、緑地が少ない地区に、都市公園の整備や道路の緑化等を促進す

る。 

○市街地内やその周辺に分布する田園、里山、屋敷林や鎮守の森および九頭竜

川や竹田川等の河川等の緑地は、都市の良好な環境を保全するために重要な役

割を果たしているため、身近な緑地として親しめるように保全や整備を図る。 

○里山から市街地への緑地の連続性を確保するために、環境に配慮した竹田川

等の河川の整備や幹線道路の緑化等による緑のネットワーク化を図る。 
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※赤字は変更見直し箇所 

改 定 計 画 （案） 現 行 計 画 

（４）実現のために必要な具体的な都市計画決定の方針 

① 施設緑地（都市公園等） 

環境保全機能、レクリエーション機能、防災機能、景観構成機能およ

び防犯機能の確保や放射環状型緑地の形成を考慮し、用途地域内の未利

用地や歴史・文化的資源を活用しながら都市公園等を整備する。 

② 地域制緑地（風致地区、緑地保全地区等） 

都市内の自然的環境を保全するために、優れた風致や景観および貴重

な動植物の生息地や生育地を有する緑地において、開発の動向や建築物

の立地状況を考慮して、風致地区や緑地保全地区の活用を図る。 

 

 

（４）実現のために必要な具体的な都市計画決定の方針 

①施設緑地（都市公園等） 

環境保全機能、レクリエーション機能、防災機能、景観構成機能および防犯

機能の確保や放射環状型緑地の形成を勘案し、用途地域内の未利用地や歴

史・文化的資源を活用しながら都市公園等を整備する。 

②地域制緑地（風致地区、緑地保全地区等） 

都市内の自然的環境を保全するために、優れた風致や景観および貴重な動植

物の生息地や生育地を有する緑地において、開発の動向や建築物の立地状況

を勘案して、風致地区や緑地保全地区の活用を図る。 

 
 



 

 

 

 

 

 

 

嶺北北部都市計画区域の整備、開発および保全の方針

（案） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２５年１１月 



（２）嶺北北部都市計画区域 

 1

１ 都市づくりの基本理念 

（１）豊かな田園と調和した歴史や文化を結び育む都市づくり 

少子高齢化が進行し（平成 42年には３人に１人が高齢者）人口が平成 12年をピー

クに減少に転じており、また、都市全体で財政は硬直化する傾向にある。これらのこ

とに加え、全国的にインフラの整備が進み居住地の選択の幅が広がってきており、ま

た、余暇生活や心の豊かさを大切にする人が増加する等価値観が多様化している中、

都市間の競争が激化していくと予測できる。 

また、本都市計画区域は、市街地が分散して形成されているが、三国駅、あわら湯

のまち駅、芦原温泉駅、丸岡駅および春江駅の周辺や丸岡城西側に形成されている地

域の拠点では、人口の減少や低未利用地の増加等の空洞化が進んでいる。 

これらに対応していくためには、都市の住民が地域への誇りや愛着を深め安心して

住み続けていきたくなるように、また、他の都市の人が訪れ住みたくなるように、そ

れぞれの地域が魅力を高めるとともに、分散する市街地が必要な都市機能を相互に連

携・補完しあい、相乗効果を発揮して地域全体の力を高めていかなければならない。 

そこで、本都市計画区域では、「平野部、北部丘陵地域および三里浜砂丘地域等で

盛んな農業、テクノポート福井等で集積した工業および温泉や自然的または歴史的な

遺産を活用した観光産業等の産業」、「雄島海岸、北潟湖および九頭竜川等の優れた自

然環境」および「三国湊の歴史的街並みや丸岡城等の歴史的・文化的な遺産」等の魅

力的な都市の個性を守り・育てながら、適切な土地利用や市街地の整備、およびそれ

ぞれの地域を結ぶ交通網の整備を行っていく。 

その結果、都市の快適性、利便性および防災性が向上し、人口や産業の流出の抑制

や街中の居住回帰により都市が賑わい、また安心して暮らしていける魅力ある都市空

間の創出が期待できる。 

 

 



（２）嶺北北部都市計画区域 

 2

（２）持続可能な都市づくり 

本都市計画区域の用途地域外では、開発が拡散しており、また県都である福井市域

に隣接している影響もあり、特に区域南部の坂井市丸岡町や坂井市春江町でこの傾向

が著しい。今後も、世帯分離や商業の規模の拡大等による宅地需要により、用途地域

外に開発が拡散していく可能性があり、特に都市南部にひろがる田園等の自然的環境

が損なわれるおそれが大きい。 

また、この開発の拡散により公共施設の整備や維持管理の負担が増大していくと予

想されるが、長期に及ぶ景気低迷、人口の減少および少子高齢化の進行等の社会経済

情勢を考慮すると、今後、投資目的で使うことができる財源が乏しくなっていく可能

性があり、更にこの傾向が進行するおそれがある。 

一方、長期的には、人口の減少や産業の空洞化が進行し、空き地や空き建物が増加

することで、地域社会の衰退や既存の都市施設の遊休化等の問題が深刻になる地域が

発生するおそれもある。 

これらに対応していくためには、積極的に低炭素まちづくり計画等を活用し、環境

や財政等の面で持続可能な都市を目指して、公共交通と土地利用が一体となったコン

パクトな市街地に誘導していかなければならない。 

そこで、用途地域外では、都市計画に加え環境・農林・防災に係る土地利用の規制・

誘導方策も活用しながら、地域の実情や望ましい地域像を考慮して、都市的土地利用

をきめ細やかに抑制または制限していくとともに、地域の拠点では、生活の利便性が

向上しゆとりある居住環境が確保できるように土地を有効に利用し、また適切に市街

地を整備していくことで、まとまりとメリハリのある市街地を形成していく。また低

炭素まちづくり計画等を策定することでまちづくりと公共事業等を一体的に計画し、

民間活力も活かしながら低炭素化に関する施策を総合的に推進する。 

その結果、公共投資の効率性の向上、農地等の里地や里山の自然的環境の保全、地

域社会の維持および防犯性の向上等の効果が期待できる。また、公共サービスに対す

る住民の負担の軽減、効率的な公共交通の運営、高齢者等の日常生活や社会活動の利

便性の向上および既存の都市施設の遊休化の防止等人口の減少や高齢化に対応した

都市構造に誘導できると考える。 

 



（２）嶺北北部都市計画区域 

 3

（３）都市間の交流・連携を促進する都市づくり 

少子高齢社会による交通弱者の増加および今後も増大する都市施設の維持費等、取

り組むべき課題がある。 
本都市計画区域では、テクノポート福井を擁し、製造品の出荷額や第２次産業就業

者は都市全体で比較的安定しており、今後も、これらを維持し発展させていく必要が

ある。 
これらに対応していくためには、都市計画区域を越えた圏域での一体的な都市づく

りを意識しつつ、都市基盤施設の整備・維持を適切に行い、県内の地域間の連携を促

進し、県域だけでなく更に広域的な圏域での活発な交流を促進する北陸新幹線の整備

によるインパクトをまちづくりに活かしていかなければならない。また、公共交通の

利便性向上によりその利用促進を図っていく必要がある。 
そこで、本都市計画区域では、北陸新幹線をはじめとする公共交通を中心として、

産業の生産拠点および北陸圏、関西圏、中京圏、首都圏との交流および県内の各都市

との連携を促進する交通網を整備していく。また、北陸本線や三国芦原線の利用を促

進する。特に、隣接する福井都市計画区域とは、生活圏の実態としても一体の都市圏

を形成しているため、三国芦原線を中心として地域間の連携を促進する。 
その結果、交流人口が増大し都市が賑わうこと、産業が活性化すること、必要な都

市施設が効率的に整備され財政の負担が軽減することの効果が期待できる。 
 

（４）安全・安心に住み続けられる都市づくり 

老朽化した木造建築物が密集した危険な地域、水害や土砂災害の対策が十分にされ

ていない地域では、防災性の向上が求められている。 

また、東日本大震災をはじめとする自然災害を契機として、単に利便性の高い都市

的な住まい方を求めるだけでなく、これまで以上に安全・安心に関する意識、地域コ

ミュニティに関する意識が高まりつつある。 

これらに対応していくためには、必要な都市施設の整備を進めながら、全ての県民

が住み慣れた地域で安全に安心して住み続けられる都市づくりが必要である。 

そこで、河川改修や砂防施設の整備、市街地再開発事業等のハード対策、適切な土

地利用の誘導や地域コミュニティのつながりを活かした避難方法の確立などのソフ

ト対策をあわせて防災対策を進め、安全・安心に住み続けられる都市づくりを目指す。 

その結果、地域住民の生命・財産を守り、安全・安心が確保される事が期待される。 
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２ 区域区分の設定の判断 

（１）区域区分の設定の有無 

無し 

 
（２）区域区分の設定の判断理由 

本都市計画区域では、今後も、世帯分離等による住宅用地需要および工業用地需要

が発生する可能性があるが、人口は減少傾向にあり、上記による開発圧力は大きくは

ないため、用途地域内に適切に誘導していくことで、無秩序な市街化（用途地域外へ

の開発の分散）は防ぐことができる。しかし、用途地域外での規制が弱く、無秩序な

市街化が進行するおそれがある。 

この無秩序な市街化は、公共サービスの効率性の低下、地球温暖化の進行、生物多

様性の減少、災害の危険性の増大および営農環境の悪化等の問題を引き起こすおそれ

があるため、適切な方法でコントロールしていかなければならない。 

区域区分を設定した場合、無秩序な市街化の抑制、市街地内の低未利用地の有効利

用および公共交通の効率性の向上の効果が見込める。 

しかし、区域区分は、土地に関する権利制限を伴う制度であることから、区域区分

設定の際には慎重な判断が必要となる。現在の圧力の規模から考えると、区域区分の

設定の適用性が高いとは言えず、適切な用途地域外での規制を行えば、無秩序な市街

化の抑制は可能であると考える。 

このため、区域区分で一律に土地利用をコントロールするのではなく、県と各市町

との適切な調整・役割分担のもとに、農業振興地域制度等都市計画以外の手法との連

携も図りながら以下の方策を活用し、地域の実態・望ましい将来像に合ったきめ細や

かな土地利用コントロールを図っていく。 

・「開発行為の規制規模の引き下げ」により、良好な都市基盤整備を促す。 
・「まちづくり条例」により、郊外の無秩序な開発等の都市の問題を改善し、地域の

個性を活かした魅力あるまちづくりを推進する。 
・「特定用途制限地域」により、主要な幹線道路沿道や IC周辺等において、郊外で
の開発を促進するような大規模小売店舗等の立地を規制する。 
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３ 市街地の規模と配置 

（１）10年後の市街地のおおむねの規模と配置 

既に 10 年後のおおむねの人口規模に応じた住宅用地としての用途地域は確保され

ており、また産業に要する計画的かつ具体的な市街化の見通しがないため、10 年後

のおおむねの市街地の規模は以下に示す現在の用途地域の規模の範囲内とし、その配

置は現在の用途地域の配置を基本とする。 

また、用途地域内の土地を有効に利用するため、人口減少や産業の空洞化により、

空き地、空き建物が点在する地区では、土地の再編・集約化を検討する。 

なお、現在の用途地域内で、将来的に市街化の見込みがなく自然的環境を維持する

ことが望ましい地域については、自然的環境を保全するための土地利用規制を図った

上で、用途地域の指定廃止を検討する。 

                                            （単位：ha） 

おおむねの市街地の規模 Ｈ22 Ｈ32 Ｈ37 

あわら市 493 493 以内 493 以内 

坂井市 1,786 1,786 以内 1,786 以内 

福井市 284 284 以内 284 以内 

永平寺町 54 54 以内 54 以内 

合 計 2,617 2,617 以内 2,617 以内 

 

（２）10年後の市街地に配置するおおむねの人口、世帯数 

                      （単位：人） 

おおむねの人口 Ｈ22 Ｈ32 Ｈ37 

あわら市 
12,900  

（30,000） 

12,100  

（27,300） 

11,600  

（25,800） 

坂井市 
38,900  

（91,500） 

36,800  

（88,000） 

35,500  

（85,500） 

福井市 
0  

（6,000） 

0  

（5,800） 

0  

（5,600） 

永平寺町 
500  

（2,200） 

500  

（2,300） 

500  

（2,200） 

合 計 
52,300  

（129,700） 
49,300  

（123,400） 
47,600  

（119,200） 

※（ ）内は都市計画区域人口 
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                      （単位：世帯） 

おおむねの世帯数 Ｈ22 Ｈ32 Ｈ37 

あわら市 
4,200  

（9,700） 

4,200  

（9,600） 

4,300  

（9,500） 

坂井市 
12,200  

（28,600） 

12,600  

（30,200） 

12,700  

（30,700） 

福井市 
0  

（2,200） 
0  

（2,200） 
0  

（2,100） 

永平寺町 
200  
（800） 

200  
（800） 

200  
（800） 

合 計 
16,600  
（41,300） 

17,100  
（42,900） 

17,200  
（43,200） 

※（ ）内は都市計画区域世帯数 

 

（３）10年後の都市のおおむねの産業規模（過去のトレンドによる将来の見通し） 

                               （単位：百万円） 

おおむねの商業年間販売

額※1 

Ｈ19 Ｈ32 Ｈ37 

あわら市 26,500 24,800 23,900 

坂井市 130,800 131,400 130,000 

福井市 －※２ －※２ －※２ 

永平寺町 －※２ －※２ －※２ 

合 計 157,300 156,200 153,900 

 

（単位：百万円） 

おおむねの製造品出荷額

等※1 

Ｈ22 Ｈ32 Ｈ37 

あわら市 145,200 145,600 152,400 

坂井市   317,200 366,100 376,200 

福井市 －※２ －※２ －※２ 

永平寺町 －※２ －※２ －※２ 

合 計 462,400 511,700 528,600 

 
※１ 行政区域全体の額 
※２ 嶺北北部都市計画区域の福井市域と永平寺町域は、中心的な市街地を含ん

でおらず、産業活動が盛んな市街地の大半は福井都市計画区域にあるため、

ここでは記載しない。 
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４ 土地利用に関する主要な都市計画決定等の方針 

（１）主要な用途の配置の方針 

土地の自然的条件および土地利用の動向を考慮して、各用途を適正に配分すること

により、都市機能を維持・増進し、かつ、居住環境の保護、産業の利便の増進、公害

の防止等適正な都市環境を保持するように配置する。特に以下の事項に配慮して配置

する。 

① 住宅地 

○三国駅周辺の中心市街地や丸岡城西側に隣接する中心市街地等では、商業施設や

公共施設が集積しており、生活利便性が高い地域であるが、人口の減少や空き建

物の増加等空洞化が進行している。このため、中心市街地の活性化のために、積

極的に居住空間の配置を図る。 
○坂井市三国町の運動公園周辺、あわら市金津地区の市街地北部、坂井市丸岡町の

城北地区、春江駅東部の中筋北浦地区および坂井市坂井町市街地東部等の良好な

低層住宅地の居住環境を維持する。 
② 商業地 

○芦原温泉駅の周辺は、北陸新幹線芦原温泉駅の現駅併設により福井県の北の玄関

口、嶺北北部地域での広域的な交通結節点となるため、嶺北北部圏域での中心的

な商業地として商業施設や業務施設等の集積を図る。 
○三国駅、あわら湯のまち駅、丸岡駅および春江駅周辺、丸岡城西側等に配置され

た地域の拠点となる商業地を維持する。 
③ 工業地 

○テクノポート福井、あわら市金津地区の市街地東部、坂井市丸岡町の市街地南部、

坂井市春江町の市街地南部および坂井市坂井町の市街地北部等の工業地を維持す

る。 
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（２）用途の転換、純化または複合化に関する方針 

① 用途の転換 

○工業地域や準工業地域に指定されているが、工業ではない他の用途の土地利用が

進んでいる地区が坂井市三国町、坂井市丸岡町および坂井市春江町にあり、今後

も工業の土地利用の需要が低く住宅や商業等他の土地利用の需要が高くなる場合

は、地区内や周辺の土地利用状況および都市基盤の整備状況を考慮して、住宅地

や商業地等への転換を図る。なお、商業地に転換する際には、三国駅、あわら湯

のまち駅、芦原温泉駅、丸岡駅および春江駅周辺、丸岡城西側等に配置された地

域の拠点となる商業地の維持・活性化に配慮する。 
② 用途の純化 

○坂井市三国町の運動公園周辺、あわら市金津地区の市街地北部、坂井市丸岡町の

城北地区、春江駅東部の中筋北浦地区および坂井市坂井町市街地東部等の低層住

宅地では、良好な居住環境を維持する。 
③ 用途の複合化 

○坂井市丸岡町や坂井市春江町の織物関連等の地場産業の工場が分散している地区

では、地区内の活力の維持や居住環境の保全のために、複合的な土地利用を維持

する。 
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（３）市街地における建築物の密度構成に関する方針 

① 住宅地 

○芦原温泉駅、三国駅、あわら湯のまち駅、丸岡駅および春江駅周辺、丸岡城西側

等の地域の拠点となる商業地の周辺は、生活利便性が高いため、比較的高密度な

土地利用を図る。 
○坂井市三国町の運動公園周辺、あわら市金津地区の市街地北部、坂井市丸岡町の

城北地区、春江駅東部の中筋北浦地区および坂井市坂井町市街地東部等の良好な

低層住宅地は、戸建て住宅でゆとりある居住環境を保つため、比較的低密度な土

地利用を図る。また、必要に応じて最低敷地規模の設定や容積率・建ぺい率の引

き下げを行う。 
② 商業地 

○芦原温泉駅の周辺は、北陸新幹線芦原温泉駅の現駅併設により福井県の北の玄関

口、嶺北北部地域での広域的な交通結節点となるため、嶺北北部圏域での中心的

な商業地として、北陸新幹線の開業に併せて、既存の都市施設が有する機能を有

効に活用でき、商業施設や業務施設等の集積を可能にする高密度な土地利用を図

る。 
○三国駅、あわら湯のまち駅、丸岡駅および春江駅周辺、丸岡城西側等に配置され

た商業地は、地域の拠点となる商業地であるため、比較的高密度な土地利用を図

る。 
③ 工業地 

○工業地は、従来の景観や環境を維持するため、比較的低密度な土地利用を図る。 
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（４）用途地域外の土地利用の方針 

まとまりのある市街地の形成や自然的環境の保全のために、以下に示す地域毎の土

地利用の方針をふまえ、農林漁業に係る土地利用との調整や農業振興地域制度の適正

な運用を図りながら、用途地域外の開発は抑制していくことを基本とする。 

① 特に開発を抑制または制限すべき地域 

イ）自然環境を有する地域 

北潟湖等の国定公園指定地域や、その他の山地、里山（特に希少種が生息する

地域）、雄島海岸、三里浜、九頭竜川や竹田川等の河川およびガン類集団飛来地等

の自然地は、生物多様性の確保、地球温暖化の防止、水源のかん養等のために、

開発の抑制を図る。 

ロ）優良な農地を有する地域 

一団となった農地や土地改良事業等が施行された優良な農地は、基礎的な農業

の生産基盤であり、良好な状態で維持・保全するとともに、農地が持つ保水機能

の維持、生物多様性の確保（特にガン類集団飛来地）および田園風景の維持のた

めに、開発の抑制を図る。 

ハ）良好な景観を有する地域 

歴史的街並みや自然景観等、良好な景観を有する地域は、地域の個性として次

世代へと継承していくために、開発の制限を図る。 

ニ）自然災害の危険性が高い地域 

土砂災害・津波の危険性の高い地域では、開発の抑制を図る。 

河川氾濫により甚大な浸水被害の可能性が高い地域は、浸水想定区域や浸水実

績マップ等の防災情報の公表などにより開発の抑制を図る。 

ホ）無秩序な開発が予想される地域 

幹線道路沿線など無秩序な開発が進行するおそれのある地域については、特定

用途制限地域を設定するなど、適切な方法により、開発の抑制を図る。特に新た

な幹線道路を整備する場合は、特定用途制限地域等の開発制限を事業着手までに

設定する。 

② その他の地域 

○農村集落は、昔ながらの良好な集落環境を維持し、田園風景に調和した土地利用

を図る。また、農村集落の隣接部で、農家の世帯分離による宅地需要がある場合

は、良好な生産基盤を確保し、自然環境、集落環境、営農環境、雨水の流出増加

の防止、および災害の危険性に配慮した上で、適切な規模の開発を許容し、集落

の地域社会を維持する。 
○新興住宅地等の都市的な土地利用を行っている地域は、自然環境や田園風景に調

和した土地利用を図る。 
○優良な農地以外の農地等の自然的環境を有する地域も、保全することを基本とす

る。 
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（５）土地利用の規制・誘導方策の活用方針 

○国道８号、主要地方道福井金津線、福井港丸岡インター連絡道路等の主要な幹線

道路沿道の中で、「通勤等に係る道路交通」、「土地利用の現況や規制」および「地

価」の状況や今後の見通し等の実態を踏まえて、郊外での開発を促進するような

大規模小売店舗等が立地するおそれがある地域については、特定用途制限地域の

適用を検討する。 
○郊外の無秩序な開発等の都市の問題を改善し、地域の個性を活かした魅力あるま

ちづくりを推進するため、まちづくり条例の制定を検討する。 
○既に 3,000 ㎡以下のミニ開発が相当数行われている坂井市の丸岡町、春江町、坂

井町では、今後の開発の見通し等を考慮して、良好な都市基盤が整備されない不

良な市街地の形成を防止し、コンパクトで持続可能なまちづくりを進めるため、

開発行為の規制規模の引き下げの適用を検討する。 
○地域の環境を損なうような中高層の建築物の建築を抑制し、宅地開発を地域環境

に調和するように「建築形態コントロール（建ぺい率、容積率等）」を必要に応じ

て再検討する。 
○「土地利用の現況や規制」および「地価」の状況や今後の見通し等の実態を踏ま

えて、良好な居住環境や景観を損なうような施設が立地するおそれがある農村集

落等については、地区計画による建築物の用途・形態等の制限の適用を検討する。 
○農業振興地域制度の適正な運用により、優良農地等の保全を図る。 

 
（６） 景観の保全等の方針 

○歴史的街並みや自然景観等、良好な景観を有する地域は、景観計画等、景観法に

基づく手法によりその景観の保全を図る。 
○三国駅周辺の湊町地区は、三国湊として繁栄してきた歴史を感じる街割りや寺社

およびかぐら建ての伝統的な家屋が残っているが、空洞化の一端として駐車場が

増加すること等により、この歴史的な街並みの維持が困難になりつつある。また、

老朽化した建築物が密集し、狭い道路がある防災性の低い地域でもあることから、

防災性の向上に配慮して、この良好な歴史的街並みを維持する。 
○丸岡町の城周辺地区は、現存する日本最古の天守閣である丸岡城と城下町を含み、

寺社仏閣等の歴史・文化資源も数多く残されている古くからの中心的な地区であ

り、これら歴史的遺産を活かした街並みの再生を図る。 
○幹線道路の沿道等に設置される屋外広告物については、福井県屋外広告物条例等

を活用し、周辺の良好な景観と調和するよう誘導を図る。 
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（７） 自然災害等への対策の方針 

○土砂災害の危険性の高い地域では、危険を周知し警戒避難体制の整備を図る。特

に危険性の高い地域では、特定の開発行為に対する許可制、建築物の構造規制等

を行う。 
○河川氾濫による水害の危険性が高い地域では、浸水想定区域や浸水実績マップ等

の防災情報の公表などにより新たな開発を抑制するとともに、水害に強い地区へ

の誘導を図る。 
○農地等の貯水機能（流出抑制機能）低下の抑制のために、開発を行う場合の調整

池の設置基準強化などにより、浸水被害の防止を図る。 
○坂井市三国町の南本町周辺等の老朽木造住宅等が密集した地域では、歴史的な街

並みを維持しながら地域の防災性を高めるために、準防火地域の活用等を図る。 
○地震・津波等の災害時に避難地や防災拠点等となる都市公園の機能の見直しを図

る。 
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５ 都市施設の整備に関する主要な都市計画決定等の方針 

（１）交通施設について 

① 交通体系の整備の方針 

バス路線や鉄道路線の維持、活性化を図り、過度に自動車に依存する交通体系から

自動車と公共交通が共存できる、誰もが利用しやすく環境にもやさしい交通体系へ転

換する。 

新たに道路を配置する際には、計画的な市街地形成を害するような無秩序な開発を

誘発しないように、道路交通処理機能が低下しないように、更に自然的環境が損なわ

れないように、道路の位置や構造の調整および沿道の土地利用規制を図る。 

② 整備水準の目標 

県域を越えた広域的な交流、県内地域間の連携に寄与する道路整備により、２時間

行動圏域（日帰り圏）、30分で到達できる周辺市町の増加を図る。 

都市計画道路については、今後の社会情勢の変化と広域交通網の整備の動向から計

画を見直し、必要な道路の整備を図る。 
③ 主要な施設の配置の方針 

イ）公共交通関連施設の配置 

○交通結節機能を向上させ、また広域交通網を強化するために、鉄道駅等の交通結

節点で、公共交通の利用の需要を考慮して駐車場や駐輪場の整備を図る。 
○芦原温泉駅周辺は、北陸新幹線芦原温泉駅の現駅併設に併せて、にぎわい交流広

場の整備、交通結節機能の強化等により、地域の拠点にふさわしい賑わいの創出、

周辺都市からの駅の利便性の向上を図り、より広域的な交流・連携を促進する。 
ロ）道路の配置 

○広域的交流拠点であるテクノポート福井と北陸自動車道丸岡 IC を結ぶことで、
交流拠点へのアクセス性を高めて人と物との交流を活性化させ、当該都市計画区

域における高次産業集積圏の形成や広域観光の発展を支援する福井港丸岡インタ

ー連絡道路の整備を目指す。また、坂井市三国町の福井港丸岡インター連絡道路

から北陸自動車道加賀 IC を結ぶことで、当該都市計画区域や加賀市に点在する
観光拠点の連携強化や産業振興を支援する福井加賀道路の整備の必要性を検討す

る。 
○国道 8号福井バイパス等の地域間の交流と連携を支援する道路の整備を促進する。 
○河川や湖沼を渡る隘路を解消するための道路の整備を図る。 
○東尋坊や芦原温泉等の観光地周辺の道路や市街地内の道路は、道路が有する公共

空間の質的な向上を図るために、快適な歩行者空間の確保や歴史的な街並み・自

然公園の景観等に配慮して整備する。 
○道路の構造は、自転車および高齢者・障害者を含む全ての歩行者が安全かつ円滑

に移動できるように配慮する。 
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④ 交通施設の整備目標 

おおむね 10年以内に整備する予定の交通施設を以下に示す。 

路線名 供用予定区間 
国道８号福井バイパス あわら市笹岡～坂井市丸岡町玄女 
国道 416 号白方～布施田バイパス 福井市白方町～布施田町 

主要地方道福井加賀線 福井市川合鷲塚町～坂井市春江町針

原 
主要地方道三国東尋坊芦原線 坂井市三国町崎～浜地 
主要地方道丸岡川西線 坂井市春江町布施田新～福井市布施

田町 
一般県道福井森田丸岡線 坂井市春江町寄安～丸岡町舟寄 
一般県道三国金津線 あわら市田中々～重義 
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（２）下水道について 

① 下水道の整備の方針 

○汚水処理施設は、「新・福井県汚水処理施設整備構想」に基づいて、公共下水道、

農業集落排水処理施設および合併処理浄化槽等の適切な役割分担のもと、長寿命

化計画の策定や汚水処理施設の統合など持続可能な経営への質的転換を図りなが

ら、汚水処理施設の整備を促進する。 
○未普及地域の早期解消を図り、良好な水環境の保全を目指す。 
○都市化の進展により、雨水の地下浸透や貯留能力が減少し、雨水流出量が増大す

る地域では、雨水対策を推進する。 
② 整備水準の目標（市町の行政区域の整備水準） 

（単位：％） 
普及率※１ Ｈ22 Ｈ32 

あわら市 92（87） 100（95） 

坂井市 93（89） 100（99） 

福井市 83（19） 100（19） 

永平寺町 100（100） 100（100） 

合 計 93（86） 100（95） 

※１ 普及率（＝汚水処理人口普及率）：汚水処理施設（公共下水道、農業集落排水施
設等、合併処理浄化槽、その他の汚水処理施設）の供用人口※３／行政人口×100 

※２（ ）は公共下水道の普及率：公共下水道の供用人口／行政人口×100 
※３ 供用人口：汚水処理施設を使用することができる状況にある人口 

③ 下水道の整備目標 

おおむね 10年以内に下水道を整備する地区を以下に示す。 

市町名 おおむね 10年以内に整備する地区 
用途地域内 用途地域外 

あわら市 一部の残地域※１ 波松地区､坪江地区､剱岳地区の各一部､吉崎地

区 
坂井市 整備済 丸岡地区、春江地区、坂井地区 
福井市 整備済 川西地区の一部 
永平寺町 整備済 整備済 

  ※１残区(地)域  ：各地区の残った未整備区(地)域 
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（３）河川について 

① 河川の整備の方針 

イ）治水機能の確保 

○「人口や資産が集積している市街地を流下する県民生活上特に重要な河川」、「浸

水被害が頻発している河川」、「土地区画整理事業との連携など地域開発に関連し

て緊急を要する河川」等について重点的、効率的な治水対策を推進する。 
○河川改修に当たっては、良好な水辺空間を形成するため河川のもつ多様な自然環

境や生態系に配慮した川づくりを推進する。 
○開発により、その土地が従来有していた浸透・貯留機能や遊水機能が失われ河川

に負担がかかることのないように、土地利用規制や開発事業個別の調整池の設置

など流域全体として総合的な治水対策を推進する。 
○九頭竜川やその支川竹田川などにおいて、必要に応じて津波遡上対策を検討する。 

ロ）水と緑豊かな水辺空間の保全と整備 

○河川が有する多様な自然環境の保全を前提に、都市の潤いのある憩い空間、身近

に自然とふれあえる空間として整備する。 
○市町と連携して地域住民や河川愛護団体による草刈清掃、花壇整備等の自主的な

河川美化活動を支援し良好な河川環境を保全・整備する。 
② 河川の整備目標 

おおむね 10年以内に整備する予定の河川等を以下に示す。  

整備方針 河川名 全体計画延長（kｍ）※１ 整備内容 
おおむね 10 年以内に整

備する区間（km）※２ 

治水機能

の確保 

八ヶ川 
（北川） 

2.6（九頭竜川合流点～

坂井市針原） 

河道拡幅 1.1（暫定改修完了） 

竹田川 6.4（九頭竜川合流点～

えちぜん鉄道線） 
河道拡幅 

0.8（栄橋～兵庫川合流

点） 

兵庫川 6.8（竹田川合流点～え

ちぜん鉄道線） 
河道掘削 2.0（暫定改修完了） 

磯部川 5.7（九頭竜川合流点～

ＪＲ北陸本線） 
河道拡幅 0.1（完成） 

※１（ ）内は全体計画区間を示す。 
※２（ ）内はおおむね 10年以内に整備する区間を示す。但し、おおむね 10年以内に

完成する河川等は、「完成」する旨を示す。  
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（４）その他の都市施設について 

○その他の都市施設を配置する場合は、住民の生活や産業活動の利便性、居住環境

や自然的環境の保全および土地利用や都市基盤整備の動向等を考慮し、また都市

機能を維持・増進し、安全で安心して生活できる良好な都市環境が形成されるよ

うに配慮する。 
○子どもから高齢者までが安心して活動できる公共空間・移動空間づくり、中心市

街地の活性化等のために、交通の利便性が高い北陸本線や三国芦原線の駅等の交

通結節点で、公用施設や教育文化施設、医療施設、社会福祉施設等の公益的施設

の集積を図る。 
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６ 市街地開発事業に関する主要な都市計画決定等の方針 

（１）基本方針 

都市における核家族化の進行等による新たな宅地の需要に対応し、また、既成市街

地内の居住環境の改善や防災性の向上のために、市街地内の公共施設整備が不十分な

地区において計画的な市街地整備を図る。 

 
（２）市街地開発事業の決定の方針 

○老朽木造住宅等が密集し道路等の都市施設の整備が不十分なため、防災上・居住環

境上問題がある可能性のある地区においては、防災性の向上と居住環境の改善を図

るために、実態を十分調査した上で、歴史的街並みの維持や調和に配慮しながら土

地区画整理事業等の推進を図る。 
○一定の基盤整備がなされている既成市街地内で、敷地が細分化され、低未利用地が

点在している地区においては、公共施設の整備とあわせ、敷地の再編・集約化を目

的とした土地区画整理事業の推進を図る。 
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７ 自然的環境の保全または整備に関する主要な都市計画決定等の方針 

（１）基本方針 

本都市計画区域は、雄島海岸や北潟湖および九頭竜川、竹田川等の主要河川が優れ

た自然的環境を形成している。 

また、都市内では、市街地が、田園や里山に取り囲まれており、北部には北潟湖お

よび多くの小河川が流れている。 

このような都市の自然的環境をふまえ、生態系やレクリエーションのネットワーク

機能を強化していくために、放射環状型の緑地を基本構造として、自然的環境の保全

または整備を図る。 

※自然的環境を保全または整備する際には、自然環境データ等に記載されている優れ

た風致や景観および貴重な動植物の生息地や生育地等の地域を十分に考慮する。 

 
（２）都市の緑の目標 

① 緑地の確保目標水準 

都市の緑の特色は、市街地の周辺地域（用途地域外）に良好な緑地が豊かに分布し、

公共的なレクリエーションの場も多く整備されていることにある。これら周辺の緑地

は、市街地内の住民に供される緑地として非常に重要な役割をもっている。 

このような都市の緑の特色を考慮し、市街地周辺の緑地を含めた緑地面積を市街地

（用途地域）面積の 30％以上確保することを目標水準とする。 

② 都市公園等の施設として整備すべき緑地の目標 

ふくい緑のグランドデザインに基づく緑の基本計画を策定し、施設緑地等の整備を

促進する。 

 
（３）主要な緑地の配置の方針 

○環境保全機能、レクリエーション機能、防災機能および景観構成機能をもつ緑地を

確保する観点から都市公園の整備を進め、特に市街地内で、まとまった田園、里山

および河川等に近接せず、緑地が少ない地区に、緑地の整備や道路の緑化等を促進

する。 
○市街地内の緑地や、その周辺に分布する田園、里山、屋敷林や鎮守の森および九頭

竜川や竹田川等の河川等の緑地は、都市の良好な環境を保全するために重要な役割

を果たしているため、身近な緑地として親しめるように保全や整備を図る。 
○里山から市街地への緑地の連続性を確保するために、環境に配慮した竹田川等の河

川の整備や幹線道路の緑化等による緑のネットワーク化を図る。 
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（４）実現のために必要な具体的な都市計画決定の方針 

① 施設緑地（都市公園等） 

環境保全機能、レクリエーション機能、防災機能、景観構成機能および防犯機能の

確保や放射環状型緑地の形成を考慮し、用途地域内の未利用地や歴史・文化的資源を

活用しながら都市公園等を整備する。 

② 地域制緑地（風致地区、緑地保全地区等） 

都市内の自然的環境を保全するために、優れた風致や景観および貴重な動植物の生

息地や生育地を有する緑地において、開発の動向や建築物の立地状況を考慮して、風

致地区や緑地保全地区の活用を図る。 
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